
ホルムズ海峡封鎖等の影響による中小業者の緊急事態 

の打開を求める意見書 

 

　アメリカとイスラエルによるイラン攻撃を発端にしたホルムズ海峡封鎖等に

よる影響が急速に広がっています。「極端な仕入れ値の上昇」「値上がりにとどま

らず、必要な原料・資材が手に入らない」「施工中の現場が工事停止になった」

「売り上げが前月比で半減」など中小業者の悲痛な声が寄せられています。 

そもそもコロナ禍に続く、４年にわたる物価高騰の影響が続いている中、所得

税や消費税をやっとの思いで納税し、各種地方税や毎月の固定費等の支払いを控

え、生活にも支障が出始めています。この事態は地域・業種を問わず拡大してお

り、先行きが見えない状況は事業者の経営努力だけでは打開できず、いわば災害

に匹敵するものです。燃油・資材の高騰だけでなく、供給不足を招いていること

が、多くの中小業者を倒産・廃業に追い込んだかつてのオイルショック時やコロ

ナ禍とは異質で、深刻な影響を及ぼしています。イラン情勢悪化による影響は長

期化の様相を呈しています。 

中小企業・小規模事業者は不安を募らせながらも、資金繰りや雇用を維持する

方策を必死で模索しています。事は雇用を含む地域経済全体の問題であり、地域

住民のくらしを支える産業インフラの危機でもあります。 

よって、ホルムズ海峡封鎖等の影響による中小企業・小規模事業者の緊急事態

を打開するため、以下の対応策を求めます。 

 

記 

 

１　イラン情勢の回復、戦争の早期終結に向けて、努力を惜しまないこと 

２　「持続化給付金」「家賃支援給付金」等の支援策を実施すること 

３　「雇用調整助成金」を拡充すること 

４　自治体独自の支援策を後押しする財政措置を行なうこと 

　 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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